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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 
 

“インダストリー4.0” に対応した人材育成を支援する寄附金の税制措置

の延長 

2021年 11月 30日付の勅令（第 737号）により、法人又は法人パートナーシッ

プによる特定の適格な寄附に対する法人所得税の追加控除 200％（すなわち合

計 300％の控除）の延長と、当該寄附に関する法人所得税、付加価値税、特定

事業税及び印紙税の免税が規定されました。タイ政府の「インダストリー

4.0」戦略に関連した生産性向上と人材育成のために、政府教育機関、私立高

等教育機関（私立高等教育機関に関する法律による適格な教育機関）、私立学

校（私立学校に関する法律による適格な教育機関で同法に定める非正規学校を

除く）が設立したインダストリー4.0 人材育成センターに対して行う機械、部

品、装置、設備、機械を自動システムに接続するコンピューター・ソフトウエ

アの寄附に対して追加税制控除と減免が適用されます。この追加的な税額控除

と免除は、もともと 2020 年 12 月 31 日までの寄附に対して適用されていまし

たが、歳入庁長官が定める規則、手続、条件に従って、2021 年 1 月 1 日から

2022年 12月 31日までの寄附に対して遡及的に適用が拡大されています。 
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自動化システム投資に対する税制優遇措置の延長 

2021 年 11 月 30 日付の勅令（No.738）により、2020 年 12 月 31 日に失効した

自動化システム投資支援税制の遡及延長が決定しました。この勅令は、2021

年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日までの間に、機械や機械を自動化システム

に接続するためのコンピューター・ソフトウエアを含む自動化システムへの投

資（ただし、当該資産を現状維持するための修繕のために支出した金額を除

く）により行われた資本支出について、歳入庁長官の定める規則、手続、条件

に従い、法人又は法人パートナーシップに 100%の追加法人税控除（すなわ

ち、合計 200%の控除）を提供するものです。 

 

高度人材雇用を促進する税制優遇措置の延長 

2021 年 11 月 30 日付の勅令（第 739 号）により、2020年 12 月 31 日に失効し

た特定の高度専門人材の雇用を促進するための税制優遇措置が遡及延長される

ことになりました。この政令は、2021 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日ま

で、科学、技術、工学、数学の分野における特定の高度人材への給与（上限額

は月給 10 万バーツ）の支払に要した費用について、歳入庁長官の定める規

則、手続、条件に従い、法人又は法人パートナーシップに50％の追加法人税控

除（すなわち、合計 150％の控除）を認めるものです。 

 

従業員の能力開発を促進するための税制優遇措置の延長 

2021 年 11 月 30 日付の勅令（第 740 号）により、2020年 12 月 31 日に期限切

れとなった従業員の能力開発を奨励する税制優遇措置が遡及延長されることに

なりました。この法令により、法人又は法人パートナーシップは、従業員を研

修コースに参加させるため、又は関係当局の承認を受けた従業員研修プログラ

ムを提供するために発生した費用について、150%の追加法人所得税控除（す

なわち、合計 250%の控除）を受けることができるようになりました。この控

除は、国税庁長官が定める規則、手続、条件に従って、2021 年 1 月 1 日から

2022年 12月 31日までに発生した費用に対して適用されます。 

 

公衆衛生支援のための寄附を奨励する税制優遇措置の提供 

2021年 12月 4日に発行された勅令（No.741）により、2021年 11月 30日から

2022 年 12 月 31 日までに電子寄附システム（e-Donation）を通じてタイ・シリ

ラート財団及びチュラポーン財団に行った公衆衛生支援のための寄附（現金又

は物品）に対して個人、法人及び法人パートナーシップは 100％の追加所得税

控除（すなわち合計 200％の控除）を受けられることになりました。また、同

政令は、個人、法人及び法人パートナーシップに対し、歳入庁長官が定める規

則、手続、条件に従い、当該寄附に関して、財産の譲渡や物品の販売から得ら

れる所得、又は証書の実行に関して、所得税、付加価値税、特定事業税、印紙

税の免除を規定しています。 

 
 
 
 



 

 

 

国別報告書の提出期限の変更 

2021 年 12 月 23 日に公表された通達により、タイ財務省は、2021 年 1 月 1 日

以降に開始する会計期間から適用される国別報告書（CbCR）の提出期限を変更

します。本通達の主要な規定は、以下のとおりです。 

(1) タイで定める国別報告書の報告義務の範囲内にあり、そのグループの最終

親会社（UPE）である法人又は法人パートナーシップ、及び UPE の代位す

る者は、通常であれば年次法人所得税申告書（会計期間終了後 150日以内

に提出するフォーム PND.50）と同じ提出期限であるが、会計期間終了後

12カ月以内に延長する 

(2) タイで事業を行う法人又は法人パートナーシップ（上記(1)に該当するも

のを除く）については、年次法人税申告書（PND.50）の提出期限と同じで

あるが、国別報告書（CbCR）の提出に関する税務調査官からの通知書を

受け取った日から 60日以内に限り、提出期限を延長する 

 
 

 

お問い合わせ 

 
本ニュースレターに関するご意見・ご質問は、下記の連絡先、または Thailand 

Tax & Legal team担当者までお問い合わせください。 
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Dbriefs 
A series of live, on-
demand and interactive 
webcasts focusing on 
topical tax issues for 
business executives.  

Power of With 
Focus on the power 
humans have with 
machines. 

Tax@hand 
Latest global and 
regional tax news, 
information, and 
resources. 
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